
協議第４１号　事務組織及び機構の取扱い（その２）

別　　冊 　資 　料

石巻地域合併協議会事務局



職員数計　1,321人

※市長・助役・収入役・ (6) (13)
教育長・代表監査委 （秘書G） 総合福祉会館うしお荘
員を除く。

(11) 総合福祉会館みなと荘
※人事課付(4)，人事課 市　民　会　館　(1)
付派遣(1)，商工観光 （情報公開・保護G，訴訟等G，行革G，議会総務G， 石巻保育所　(10)
課付財団(4)，港湾対 文書法令G）
策室付派遣(1)含む。 (7) 湊保育所　(9)

（合併G）
※組合専従(3)含む。 門脇保育所　(11)
（機構図内に表示なし） (8)

（財政G） 渡波保育所　(10)

(11) 鹿妻保育所　(14)
（給与厚生G，人事研修G） (169)

(181) 蛇田保育所　(11)
(16)

（管理G，営繕G，管財G，用度契約G） 井内保育所　(8)

(6) 若草保育所　(11)
（広聴G，広報G）

水押保育所　(9)
(20)

（証明G，諸税G，市民税G） ふたば保育所　(14)

(21) 水明保育所　(9)
（税制G，土地G，償却資産G，家屋G）

はまなす保育所　(13)
(24)

（徴収第１G，徴収第２G，納税推進管理G， 荻浜保育所　(4)
特別滞納整理G)

(7) （児童手当等支援事務G，社会福祉団体等支援G，
（震災・原子力G，防災G，消防・交通G） 子育て支援・保育所G，福祉推進・放課後児童クラブG)

(3) (22) 知的障害者通所授産施設みどり園
心身障害児通園施設かもめ学園
老人福祉センター寿楽荘

(10) （庶務G，障害福祉G，生活保護G，一時保護G，
高齢措置G，高齢福祉G）

(6)
(12)

水産物地方卸売市場管理事務所 (8)
(4) (65) 水産物流通加工総合管理ｾﾝﾀｰ

（水産振興G，流通加工G，漁港・漁業集落排水G）
(10)

(11) 勤労者余暇活用センター
労働会館

（商工振興G，観光・物産振興G，消費・労政G）
(6)

（企業誘致G，産業振興G）
(18)

(11) 青果花き地方卸売市場管理事務所 (5)
（統計G，企画調整G，総合計画G） （農業振興G，農業土木G，林業振興G，国土調査G）

(10)
田 代 島 開 発 総 合 ｾ ﾝ ﾀ ｰ
向陽地区コミュニティ・ｾﾝﾀｰ

(36) 小竹地区コミュニティ・ｾﾝﾀｰ (5)
（コミュニティ推進G，NPO支援・地域交流G， （総務G，用地G）
マンガランド構想G)
(4)

（港湾G）

(9)
(135) (22)

（総務管理G，情報化推進G，システム管理G）
（街路G，公園緑地G，都市計画G，都市開発G）

(9) 出 (24) (18)
納 （窓口G，戸籍コンピュータ化G，庶務G， 施設維持事務所　(20)
課 住基ネットワークG，ワンストップG） （用地管理G，施設管理G，道路総務G，企画建設G，

(管理G，収 (128) (25) 公共物譲与推進G）
入G，審査 (16)
支払G） （年金G，医療給付G，窓口G，保険税G，財務G） (市営住宅G，営繕G，設備G）

(15) (8)
斎　　　　　　　場　(5) （審査G，指導G，開発指導G）
学 習 等 供 用 施 設 釜 会 館
学習等供用施設上釜会館 (28)

（環境保全G，減量推進G，環境衛生G，墓地・斎場G)
(50) （管路施設G，水洗化普及G，総務G，処理場G，

埋立施設管理事務所 (7) 排水設備G，ポンプ場G，負担金・使用料G）
(企画調整G，他収集業務G，一般廃棄物G） (14)

（計画G，建設G）

(34) (25)
田代診療所

(248) 保健相談センター (212)
（地域医療・保健G，献血推進・予算・庶務G，予防接種・ (21)
検診G，母子保健G，成人保健G，精神保健G）
(29)
夜間急患センター (147)

(14) (17)
デイ・サービスセンター福寿荘

（事業推進G，総務G，調査・認定G，保険給付G）

社

会

福

祉

事

務

所

都 市 計 画 課

北上川改修関連プロジェクト推進室

建

設

部

農 林 課

産

業

部

商 工 観 光 課

水 産 課

福 祉 総 務 課

市

長

助

役

秘 書 課

広域合併推進室

保 護 課

総 務 課

財 政 課

企

画

部

企業立地推進課

建 設 総 務 課

荻 浜 支 所

蛇 田 支 所

診 療 部 門

収

入

役
港 湾 対 策 室

建 築 指 導 課

下水道管理課

下水道建設課

運動公園建設推進室

道 路 課

人 事 課

女性施策推進室

防 災 対 策 課

工 事 検 査 室

渡 波 支 所

稲 井 支 所

街づくり推進課

生涯学習推進室

資 産 税 課

市 民 課

国 保 年 金 課

情報システム課

環 境 対 策 課

廃棄物処理課

生

活

環

境

部

保

健

福

祉

部

建 築 課

健 康 管 理 課

看 護 部 門

医療技術部門
市

立

病

院

介 護 保 険 課 事 務 部 門

石　巻　市　役　所　組　織　機　構　図
（平成15年4月1日現在）

総

務

部

企 画 調 整 課

納 税 課

管 財 課

広 報 広 聴 課

市 民 税 課
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(9)
（人事厚生G，総務G，教育企画G，学事G）

(8)
（指導G，教職員G)

(12)
（給食G，施設G，財務G，管理契約G）

(11)
（社会教育G，文化G）

(3) (5)
毛利コレクション整備推進室

(10)

（スポ財団業務推進G，スポーツ振興推進G，
施設管理等推進G，スポ振興計画策定G）

(7)
(279) 渡波公民館 (3)

（管理G，業務G）
稲井公民館 (2)

荻浜公民館 (1)

蛇田公民館 (3)

(14)

　(5)

　(1)
(7)

（総務・総括G，学芸G，総務G） 　(1)

(38) 　(3)
学校給食共同調理場（３調理場）

　(1)
(1) (25)
特殊教育共同実習所 　(1)

　(2)
田代島自然教育センター

(20)
　(1)

(12)

(97)
　(2)

（女子高等学校－市女高１G，２G，３G，４G）
（女子商業高等学校ー市女商１G，２G，３G） リハビリテーション科
(16)

　(7)

(1)

(21)
(212) 　(8)

(3) 　(7)
総合運動公園管理事務所

リハビリテーション室 　(2)

中央診療集中治療室　(1)

　(2)

(10)
（総務G，議事G）

(147)
中央診療集中治療室　

荻　浜　分　室

(5) 渡　波　分　室

稲　井　分　室

蛇　田　分　室

(17)
(10)

（施設用度G，総務G，経理G）
(5)

(10)
(医療相談G，地域医療連携G，
外来G，入院G）

四 階 西 病 棟

監

査

委

員

事

務

部

門

総 務 課

事 務 局
医 事 課

選
挙
管
理
委
員
会

中央診療材料室

三 階 東 病 棟

事 務 局 三 階 西 病 棟

看

護

部

門

四 階 東 病 棟

中央診療手術室

中央診療手術室

市

議

会

栄 養 室

事 務 局 外 来

内 視 鏡 室

マンガアイランド 医

療

技

術

部

門

診療放射線室

市

立

病

院

臨 床 検 査 室

幼稚園 （４園） 薬 剤 科

少 年 セ ン タ ー

放 射 線 科

高等学校　（２校） 麻 酔 科

耳 鼻 咽 喉 科
中学校　（１１校）

眼 科

小学校　（１９校） 皮 膚 科

外 科

整 形 外 科

教

育

機

関

診

療

部

門

婦 人 科

小 児 科

石巻文化ｾﾝﾀｰ 循 環 器 科

総 合 体 育 館
呼 吸 器 科

図 書 館 内 科

消 化 器 科

教

育

委

員

会

事 務 局

教

育

長

事 務 局

体 育 振 興 課

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会

中 央 公 民 館

事

務

局

学 校 管 理 課

社 会 教 育 課

事 務 局
学 校 教 育 課

農

業

委

員

会

公

平

委

員

会

教 育 総 務 課
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　庶務係，財政係，管財係，防災係，
　情報化推進係，合併推進係

　庶務係，企画調整係，広報統計係，
　商工観光係，地域振興係

　庶務係，課税係，固定資産係，
　納税係，国土調査係

　庶務係，社会福祉係，長寿社会係，
　介護保険係

　飯野川保育所，大川保育所，大谷地保育所
　二俣保育所，子育て支援センター

　庶務係，保険給付係，保健衛生係，
　保健指導係，環境衛生係，栄養指導係

　庶務係，農政係，畜産係，
　林政係，ほ場整備係

　庶務係，監理係，建設第一係，
　建設第二係，住宅係

　庶務係，都市計画係，下水道係，
　管理係，集落排水係

　庶務係，施設管理係，体育振興係，
　文化振興係，河川運動公園，公民館庶務係，
　公民館教育係，公民館図書係，公民館体育係

　飯野川第一小，飯野川第二小，大谷地小，
　二俣小，大川小，
　飯野川中，河北中，大川中

河　北　町　行　政　組　織　図　
（平成15年4月1日現在）

総　務　課 16

選挙管理委員会 事務局 1

河北町議会 事務局 3

農業委員会 事務局 2

河北幼稚園 11

小･中学校 8

総合センター・
公 民 館

10

河 北 地 区
教 育 委 員 会 教育長 給食センター 5

収入役 出　納　室 3

事務局 8

都市計画課 7

水　道　課 6

産　業　課 9

建　設　課 10

保　健　課 13

歯科診療所 1

福　祉　課 10

保　育　所 18

町　長 助　役

税　務　課 13

企　画　課 8

職員数計

　管理係，指導係5

173 人

　総務係，議事係

　庶務係，農地係，農政係

　選挙係

交流プラザ

　庶務係，住民係，国民年金係

　庶務係，管理係，工務係

　庶務係，出納係

　総務課，教育課，社会教育課

町　民　課 6
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雄 勝 町 行 政 組 織 図
（平成15年4月1日現在）

収
入
役

産業振興課(6)

出納室(2)

企画管財課(4)

税務課(6)

総務課(14)

町民課(5)

審査係，出納係

管理係，指導係

総務係，人事係，財政係，消防交通対策係，電算係

住民税係，固定資産税係，諸税係，徴収係，国民健康保険税係

戸籍住民係，国民年金係，国民健康保険係，福祉医療係

農林係，水産係，商工観光係，森林公園，雄勝硯伝統産業会館

生涯学習係

スポーツ振興係

総務係

企画調整係，管財係，広報広聴係

土木管理係，土木建設係，漁港管理係，漁港建設係，土地区画
整理事業係，水道管理係，水道建設係，下水道係

管理係

総務係，議事係

書記

建設課(9)

国保病院(38) 経理係，業務係

事務局(兼)

事務局(3)

海洋センター(兼)

給食センター(4)

監査委員

選挙管理委員会

農業委員会

議会

事務局(兼) 書記

事務局(兼) 書記

教
育
委
員
会

教
育
長

生涯学習課(3)

スポーツ振興課(2)

公民館(2)

職員数計 １３３人

総務課(8) 総務係，学校教育係，小学校（3），中学校（2）

保健福祉課(27)
福祉係，衛生係，公害係，保健指導係，介護保険係，雄勝保育
所，大須保育所，母子保健センター，クリーンセンター，火葬場

町
　
長

助
　
役
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職員数計　１９０人 26人

総 務 課 総務係，消防防災係，人事係，財務係，用地管財係，合併推進係

連絡所

11人

企 画 課 企画係，広報情報化推進係，地域づくり推進係

13人

税 務 課 賦課係，徴収係，固定資産係

7人

町 民 課 戸籍住民係，年金統計係

153人 142人 51人

町 長 助 役 福 祉 課 地域福祉係，介護福祉係，介護支援係，医療保険係

保育所(前谷地保育所，和渕保育所，鹿又保育所，北村保育所，

須江保育所)，老人福祉センター，老人創作館，老人憩の家，

ふれあいセンター，子育て支援センター

11人

健 康 管 理 課 保健衛生係，保健指導係，環境衛生係

母子健康センター

12人

産 業 振 興 課 産業振興係，農村環境整備係

農業担い手センター，須江農村定住センター，

鹿又農業研修センター，農村環境改善センター

北村農村交流センター，旭山農業体験実習館，

山根中埣転作推進集落センター

11人

建設下水道課 土木管理係，下水道管理係，建設係

3人 3人

収入役 出 納 課 審査係，出納係

8人

水 道 事 業 所 管理係，施設係

4人

総務係，議事調査係

選挙係

21人

教 育 総 務 課 総務課

30人 小学校，中学校

学校給食共同調理場

9人

社 会 教 育 課 社会教育係

河南町民体育センター

公民館

3人

庶務係，農地係農 業 委 員 会 事 務 局

固定資産評価審査委員会

河　南　町　行　政　組　織　図　
（平成15年4月1日現在）

議 会 事 務 局

選挙管理委員会事務局

監 査 委 員

教 育 委 員 会 事 務 局
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職員数計 １０８人

教
育
長

教
育
委
員
会

固定資産評価審査委員会

教育課(9)

勤労青少年ホーム(兼)

農業者体験実習館(兼)

農業者トレーニングセンター(兼)

小学校③(3)

中学校①(-)

幼稚園①(5)

教育総務班(4)，生涯学習班(4）

公民館(1)

交流文化会館(兼)

学校給食共同調理場(5)

総務防災班（３），人事庶務班（３），企画広報室（３）

行政改革推進室(3)

財政班(2)，管財情報化推進班(1)，税務班(3)，納付推進班(2)

町民生活班（5），保険班（6），健康福祉班（1）

市町合併推進室(兼)

※宮城県，合併協議会，広域行政事務組合への派遣４名

建設管理班(3)，下水道班(3)，上水道班(3)

バイオ研修センター（兼）

町
　
長

助
　
役

在宅介護支援センター(3)

新田保育所(12)

産業振興課(6) 農政班（2），農林振興班（2），商工振興班（1）

選挙管理委員会

監査委員

議会 事務局(3)

農業委員会 事務局(1)

桃 生 町 行 政 組 織 図
（平成15年7月1日現在）

総務企画課(17)

収
入
役

出納室(3)

財務課(9)

町民福祉課(36)

建設水道課(10)

保健センター(7)

地域福祉センター(兼)
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（平成15年4月1日現在）

職員数計　９８人
　総務係，交通防災係

　大須保育所，吉浜保育所，相川保育所（計 １７）

　保健医療センター
（計 １３）

　保健センター（健康指導係）
　橋浦診療所，相川診療所

　住民係，環境衛生係，保険給付係

　福祉係，介護保険係

　企画調整係，財政係

選挙管理委員会 事務局（４兼）

　社会教育係，社会体育係，
　町史編さん係

にっこりサンパーク

議会（監査委員） 事務局（２）

農業委員会 事務局（１）

学校給食センター（３）

　橋浦小学校，吉浜小学校（１），相川小学校，北上中学校（１），相川中学校（１）

　総務係，管理係（北上町2名派遣）

桃
生
郡
河
北
地
区
教
育
委
員
会

教育課 　学校教育係

社会教育課 　社会教育係

教
育
長

北上町中央公民館（７）

事務局 総務課

建設課
（９）

　建設総務係，建設係，上下水道係

収
入
役

出納室
（１）

　出納係

産業振興課
（７）

　農務係，、水産林務係，地域振興係

保健福祉課
（５）

　在宅介護支援センター（１）

税務課
（５）

　税務係，固定資産係

町民課
（７）

北　上　町　行　政　組　織　図　

総務課
（１２）

市町合併推進室 　合併推進係

町
　
長

助
　
役

企画財政課
（５）
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職員数計　１７３人 (人事，給与，法令，電算，広報，
統計，その他）

企画防災班 （企画調整，原子力対策，消防防災）
合併担当

財　務　班 （財政，管財）
税　務　班 （住民税，固定資産税，納税）

住民窓口班 （戸籍，国民年金）
保険事業班 （国保，医療給付，介護保険，保険税）

福　祉　班 （福祉）
健康衛生班 （健康対策，保健指導，環境衛生）

出先含む計：33人
第１保育所 （7人） 
第２保育所 （8人）
寄磯診療所 （2人）
クリーンセンター （4人）
在宅介護支援センター （1人）
保健福祉センター （保健福祉課兼務）

水産農林班 （水産，漁港，農林）
観光振興班 （商工，観光，公営企業（旅客船））

出先含む計：26人
牡　鹿　丸 （4人）
国民宿舎コバルト荘 （5人）
おしかホエールランド （4人）
家族旅行村 （2人）

建　設　班 （土木，上下水道）
管　理　班 （土木管理，上下水道管理，

公営住宅管理）

学校教育班（総務，学校教育，
　　　　　　　　学校給食）

合 計 ： 20 人 社会教育班（社会教育，社会体育）
公民館（教育課兼務）
鮎川学校給食センター（6人）
各小中学校（5人）

牡　鹿　町　行　政　組　織　図　
（平成15年4月1日現在）

○ 農 業 委 員 会
事務局（産業観光課水産農
林班兼務）

○ 議 会 事務局（3人）

○

診療部門
牡鹿病院(35人） 管理者 院 長

事務部門

事務局
（総務課総務班兼務）

教育委員会 教育長 事 務 局 教育課(9人）

選挙管理委員会

建 設 課 （ 13 人 ）

収入役 出 納 室 （ 3 人 ） 会　計　班

保健福祉課（11人）

町　長 助　役

産業観光課（11人）

大原支所

総 務 課 （ 18 人 ）

財 務 課 （ 11 人 ）

町 民 課 （ 11 人 ）

総　務　班
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事務組織及び機構の取扱いに関する法令（抜粋） 

 

◎ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

 （地方公共団体の法人格とその事務） 

第２条  地方公共団体は、法人とする。  

２～１３ 省略  

１４  地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進に努めるととも

に、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。  

１５  地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、他の地方公共団

体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければならない。  

１６～１７ 省略 

（地方公共団体の事務所の設定又は変更） 

第４条  地方公共団体は、その事務所の位置を定め又はこれを変更しようとするときは、条

例でこれを定めなければならない。  

２  前項の事務所の位置を定め又はこれを変更するに当っては、住民の利用に最も便利であ

るように、交通の事情、他の官公署との関係等について適当な考慮を払わなければならな

い。  

３  第１項の条例を制定し又は改廃しようとするときは、当該地方公共団体の議会において

出席議員の３分の２以上の者の同意がなければならない。  

（支庁・地方事務所・支所等の設置） 

第１５５条  普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で、

必要な地に、都道府県にあっては支庁（道にあっては支庁出張所を含む。以下これに同じ。）

及び地方事務所、市町村にあっては支所又は出張所を設けることができる。  

２  支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置、名称及び所管区域は、条例で

これを定めなければならない。  

３  第４条第２項の規定は、前項の支庁若しくは地方事務所又は支所若しくは出張所の位置

及び所管区域にこれを準用する。  

（行政機関の設置・国の地方行政機関の設置の条件） 

第１５６条  普通地方公共団体の長は、前条第１項に定めるものを除く外、法律又は条例の

定めるところにより、保健所、警察署その他の行政機関を設けるものとする。  

２  前項の行政機関の位置、名称及び所管区域は、条例でこれを定める。  

３  第４条第２項の規定は、第１項の行政機関の位置及び所管区域にこれを準用する。  

４～５ 省略 

（都道府県の局部・分課及び市町村の部課） 

第１５８条  省略  

２～６ 省略 

７  市町村長は、その権限に属する事務を分掌させるため、条例で必要な部課を設けること

ができる。この場合においては、第２条第１４項及び第１５項の規定の趣旨に適合し、か

つ、他の市町村の部課の組織との間に権衡を失しないように定めなければならない。  

（支庁及び地方事務所等の長） 

第１７５条  都道府県の支庁若しくは地方事務所又は市町村の支所の長は、事務吏員を以て

これに充てる。  

２  前項に規定する機関の長は、普通地方公共団体の長の定めるところにより、上司の指揮

を受け、その主管の事務を掌理し部下の吏員その他の職員を指揮監督する。 

－9－ 



（委員会及び委員の設置・委員の兼業禁止等） 

第１８０条の５  執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなけれ

ばならない委員会及び委員は、左の通りである。  

(1) 教育委員会  

(2) 選挙管理委員会  

(3) 人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平委員会  

(4) 監査委員  

２  省略 

３  第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなけれ

ばならない委員会は、左の通りである。  

(1)  農業委員会  

(2) 固定資産評価審査委員会  

４  前３項の委員会若しくは委員の事務局又は委員会の管理に属する事務を掌る機関で法律

により設けられなければならないものとされているものの組織を定めるに当っては、当該普

通地方公共団体の長が第１５８条第１項、第２項若しくは第６項又は第７項の規定により設

けるその局部若しくは分課又は部課の組織との間に権衡を失しないようにしなければならな

い。  

５～８ 省略 
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先 進 事 例 

 

■ 山口県周南市（平成１５年４月２１日合併）総合支所方式 

 新市における組織及び機構の整備方針は次のとおりとする。ただし，新市においては，常にその組

織及び運営の見直し，効率化に努め，規模等の適正化を図るものとする。 

総括方針 

 次の事項を基本として新市の組織機構を整備する。 

(1) 新市移行後も住民サービスの低下をきたさないように十分配慮した組織機構 
(2) 市民が利用しやすく，わかりやすい組織機構 
(3) 市民の声を適正に反映することができる組織機構 
(4) 簡素で効率的な組織機構 
(5) 新市建設計画を円滑に遂行できる組織機構 
(6) 指揮命令系統がわかりやすく，責任の所在が明確な組織機構 
(7) 地方分権に柔軟に対応できる組織機構 
(8) 新たな行政課題に速やかに対応できる組織機構 
個別整備方針 

(1) 新市の組織は本庁と支所とし，合併時においては２市２町の現有庁舎を有効活用する。 
(2) 徳山市役所を本庁とし，新南陽市役所，熊毛町役場，鹿野町役場については，現行組織から管
理機能の一部を除き総合支所として設置する。 

(3) 本庁は，市全体に係る政策，施策，総合的な調整事務，管理事務及び総合支所の所管する区域
以外の市域に関する事務を所掌する。総合支所は，合併前の市町の区域を所管区域とし，本庁

において処理する事務を除き住民サービスを提供する総合行政機関であるとともに，地域振興

の拠点として所管区域を対象とした地域振興策を企画立案し，また，新市建設計画に予定され

る地域別整備方針の実現を任務とする。 

(4) ２市２町の支所，出先機関は現行のまま存続する。 
(5) ２市２町に設置されている行政委員会，委員及び付属機関については，原則として統合する。
地域性により独自に設置されている付属機関等については，実態を考慮して整備する。また，

委員構成等については，２市２町の実状，地域性に配慮し適切な措置を講ずるものとする。 

 

■ 熊本県あさぎり町（平成１５年４月１日合併）本庁方式 

新町行政組織・機構整備方針 

 新町における行政組織・機構は次により整備するものとする。 

 新町における行政組織・機構については，合併の趣旨をふまえ，合併の効果を最大限に生かすため，

できる限り組織・機構の統合一元化を進める必要がある。このため合併時における行政組織・機構に

ついては，次の事項を基本として整備するものとする。 

(1) 町民が利用しやすく，町民の声を適正に反映することができる組織・機構 
(2) 指揮命令系統がわかりやすく，責任の所在が明確な組織・機構 
(3) 新町建設計画を円滑に遂行できる組織・機構 
(4) 行政課題や緊急時に即応できる機能的な組織・機構 
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■ 長崎県五島市（平成１６年８月１日合併予定）本庁方式 

(1)  新市の組織及び機構については，「新市における組織・機構の整備方針」に基づいて，合併まで
に調整する。 

(2)  新市の組織については，住民サ－ビスが低下しないよう十分配慮する。 
【新市における組織・機構の整備方針】 

１．地方分権時代における各種行政課題に迅速かつ的確に対応できる組織・機構 

２．市民の声を適正に反映することができる組織・機構 

３．市民にとってわかりやすく，利用しやすい組織・機構 

４．簡素かつ効率的で指揮命令系統がわかりやすく，責任の所在が明確な組織・機構 

 

■ 広島県三次市（平成１６年４月１日合併予定）総合支所方式 

１. 新市の組織及び機構については，次の事項を基本として合併までに調整するものとする。 

(1) 住民が利用しやすくわかりやすいこと 
(2) 住民の声を適正に反映できること 
(3) 簡素で効率的であること 
(4) 指揮命令系統が明確で責任の所在が明らかであること 
(5) 新市建設計画（新市まちづくり計画）を円滑に遂行できること 
(6) 行政課題等に迅速かつ的確に対応できること 
２. 支所の組織については，住民サービスに急激な変化を来すことのないよう配慮するものとする。

３. 行政委員会については，関係法令の定めに従い設置する。 

４. 付属機関については，原則として統一するものとする。 

 

■ 長崎県対馬市（平成１６年３月１日合併予定）分庁方式 

 新市の事務所の位置は，厳原町に置く。また，現在６町の役場は支所とし，現在の支所・出張所は

すべて出張所とする。なお，下記の機関については，次の町内に置くこととする。 

 福祉事務所・・・・・豊玉町 

 消防本部・・・・・・厳原町 

 議会・・・・・・・・豊玉町 

 監査・・・・・・・・厳原町 

 農業委員会・・・・・上県町 

 教育委員会・・・・・上対馬町 

 選挙管理委員会・・・厳原町 
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